
 

パネルディスカッション： 
核融合炉を取り巻く産業構造のこれから 

Industrialization of Fusion Energy Related Technologies 
 

尾崎 弘之 
Hiroyuki OZAKI 

 
 

神戸大学科学技術イノベーション研究科 
Graduate School of Science Technology and Innovation, KOBE University 

 
1. はじめに 
 ITERの「ファースト・プラズマ」まで残すとこ

ろ約三年となり、核融合の産業化に関する方向性

や手段に関する議論が高まっている。特に、米国

や英国での動きが急で、ITERと商業炉との橋渡

しの役割を果たす「パイロットプラント」（以下、

PP）を建設する官民共同プロジェクトが準備され

ている。 
 ITERは参加国間で基本的に知財を共有する国

際協調プロジェクトだが、核融合を社会実装する

にはITERで解決できない課題が数多くある。一

方、米英などで進んでいる産業化の準備は、核融

合の知財やノウハウを自国内にいち早く蓄積す

る国際競争の始まりを意味する。 
 日本の産官学が国際競争へ本格的に参入する

には、ITERやブロードアプローチ(BA)の成果と

今後必要な施策を分析して、戦略を構築する時期

に来ている。本パネルディスカッションの目的は、

核融合に様々な角度で関わる複数企業間でこの

テーマについて議論することである。 
 
2. 核融合産業化のロードマップ 
 2018年に文科省核融合科学技術委員会が作成

した「原型炉研究開発ロードマップ」(図1)による

と、2025年のファーストプラズマと中間チェック

アンドレビューの後、長時間のプラズマ燃焼とエ

ネルギー倍増率10倍程度を確認して、政府は2035
年に「原型炉」を建設するかどうかを判断する予

定だ。そして、グリッドにつないでユーザーに電

力を供給する「商業炉」完成時期は2050年頃を目

標としている。 
 なお、原型炉には実験炉(ITER)と商業炉の橋渡

しの役割があるため、前出のPPと概念的には類似

している。ただ、出力やどのタイミングで発電す

るかなど、同じPPでも国によってデザインやスペ

ックがまちまちであることは注意を要する。 

 
出典： 平成30年7月24日核融合科学技術委員会 

図1 核融合原型炉開発のロードマップ 

 

3. 商業炉に向けた国際競争の加速 
 2050年の商業炉実現という目標はITERに参加

する各国政府の共通認識であるが、昨今この目標

時期を前倒しする計画が海外で発表されている。

ここでは米国と英国の状況を記載する。 
 
① 米国の戦略 
 2021年に核融合エネルギー科学諮問委員会が

発表した計画書によると、米国は2040年代までに

発電炉を建設するための準備を整える。核融合の

ための安全規制の作成も進んでいる。また、MIT
発の核融合スタートアップ企業であるコモンウ

ェルス・フュージョン・システムズ社が2,000億円
以上の資金を調達したことは、世界で驚きを以っ

て受け止められた。 
② 英国の戦略 
 英国政府が近年公表した計画書には、2040年ま

でに「商用利用可能な核融合発電炉」の建設を目

指すと明記されている。また、カナダのベンチャ

ー企業であるジェネラル・フュージョン社は、英

国原子力公社と広義のPPを英国内に建設するた

めの協定を締結した。 
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 米国と英国はITER参加国ではあるが、日本や

EUと比較するとそれへの関与度は高くない。し

たがって、上記のような独自路線を積極的に取っ

ているという見方ができる。しかし、ITERは実験

炉であり社会実装のための課題をすべて解決す

ることは困難である。また、企業のようにスピー

ド重視でもない。したがって、もし日本がITER主
要参加国という立場に安住して産業化が遅れる

と、国益が毀損される可能性がある。 
 
4. 核融合関連産業の新しいマップ 
 核融合には現在数多くの企業が関与している。

これらの多くはITERやJT-60SAなどに対して

様々な技術を提供してきた。また、図2のようにト

ロイダル磁場コイルやブランケット遠隔保守機

器などのITER基幹技術が含まれている。 
 

 
出典： 出典：文科省 栗原研一技術参与資料 

図２ 核融合技術と関連企業 
 
 一方、これからの産業化によって、「核融合関

連産業」のマップは変わると思われる。新しいマ

ップでは次の五分類の企業群が想定される。 
 
① ITER, BA関連企業 
 従前から核融合の実験プロジェクトに関わっ

てきた企業。図2の企業群が該当する。 
② 海外市場での実装を目指す企業 
 現状、PPを使った社会実装のスピードは日本よ

り米国、英国が上回っている。こういった海外プ

ロジェクトに核融合関連技術や知財を提供する

企業。近年設立されたスタートアップ企業などが

該当する。 
③ 核融合の要素技術を持つ企業 
 核融合産業は様々な技術の融合体と言える。し

たがって、直接核融合に関与していなくても、要

素技術を事業化している企業群がある。例えば、

超伝導コイル技術の医療への活用、リチウム抽出

技術の電気自動車(EV)バッテリー開発への活用、

高精度加工技術の諸産業への活用などがこれに

該当する。 
④ エネルギー・サービス企業 
 以前は電力の大半を電力会社が提供していた

が、近年は他業界から電力に参入する例が増えた。

また、原子力発電が減って再生可能エネルギーが

増えるなど電源構成が変化した。さらに、電力会

社の発電、送電、配電の事業が分離されて自由化

が進み、自家発電、EV、蓄電池が増えるなど、電

力のバリューチェーンは大きく変化した。このよ

うにエネルギー・サービスは多様化しており、従

来は核融合に注目していなかった業界が新しい

ビジネスを考案するケースが該当する。 
⑤ 投資企業 
 核融合のイノベーションを推進するうえで当

面スタートアップ企業の役割が重要である。そこ

で、革新的なディープテックに投資するファンド

も核融合産業化のキープレーヤーとなる。ディー

プテックとは革新的で社会を大きく変える潜在

力がある技術を指し、例として、核融合、量子コ

ンピュータ、ゲノム編集などが挙げられる。民間

のベンチャーキャピタル、政府系の投資ファンド、

両者のハイブリッド投資家などが該当する。 
 
5. 産業化推進のための方策と課題 
 本パネルディスカッションにおいて、上記5カ
テゴリーから③を除く４カテゴリーの企業に参

加していただき、産業化の方策や課題について議

論する。メンバーは下記である。 
• 東芝エネルギーシステムズ 福家賢氏

（ITER, BA関連企業） 
• 京都フュージョニアリング 長尾昂氏（海外

市場での実装を目指す企業） 
• ENEOSホールディングス 矢崎靖典氏（エ

ネルギー・サービス企業） 
• JICベンチャー・グロース・インベストメン

ツ 桑原優樹氏（投資企業） 
 
6. おわりに 
 岸田首相の自民党総裁選公約に核融合への注

力が含まれている。今後、核融合の国家戦略化が

進められるのであれば、本稿で主張する産官学の

緊密な連携が必要となる。 
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